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進めるための臨床研修の在り方
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地域における医師の確保・定着を進めるための臨床研修の在り方

地域の医療提供体制の確保に大きな影響を

及ぼす臨床研修病院の指定・募集定員設定

に対し、地域医療に責任を有する都道府県の

関与が限定的

○幅広い診療能力の習得等を目的として、卒後２年

間の臨床研修を必修化

○臨床研修病院の指定、募集定員設定は厚労大臣

が実施

○都市部への研修医の集中抑制のため、

全国の募集定員

全国の研修希望者数
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検討の方向性（案）現状・課題

現状

※ただし、相対的に医師不足でない都道府県や、人口
に比して医学部定員が少ない都道府県における取扱
い等については、一律ではない慎重な検討が必要

都道府県が管内の臨床研修病院の指定・定員設定
に主体的に関わり、格差是正を進める必要

臨床研修修了後における、出身地や出身大学の都
道府県への定着を図る必要

を毎年圧縮
（平成32年度に1.1倍）

臨床研修病院の指定・募集定員設定

研修医の地域定着

出身地・出身大学と異なる地域で臨床研修を行う
医師が一定程度存在

臨床研修の際に出身県以外に出ると、
出身県への定着率が大きく低下

しかし

（90％→ 36％）

臨床研修病院の募集定員をさらに圧縮していく必要

平成29年９月13日 第11回
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①臨床研修病院の指定・定員設定に係る

都道府県の役割及び出身地や出身大学
の都道府県への定着について
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平成14年・26年の都道府県別人口10万対医師数とその増加率

（倍）

4出典：医師・歯科医師・薬剤師調査

増加率人口10万対医師数
（人）

増加率の
全国平均
増加率の
全国平均

最小(福島県)

1.11倍

最大(沖縄県)

1.35倍全国平均

1.19倍



都道府県内の人口10万対医師数の較差（平成26年）

医療圏
人口10万
対医師数

格差 医療圏
人口10万
対医師数

格差 医療圏
人口10万
対医師数

格差

北海道
最大 上川中部 ３１２．８

３．３倍 石川県
最大 石川中央 ３３６．７

２．５倍 岡山県
最大 県南東部 ３３４．０

２．５倍
最少 宗 谷 ９４．９ 最少 能登北部 １３５．５ 最少 高梁・新見 １３５．５

青森県
最大 津 軽 ２８５．４

２．５倍 福井県
最大 福井・坂井 ３３４．７

３．１倍 広島県
最大 呉 ３０２．１

１．６倍
最少 上十 三 １１４．４ 最少 奥 越 １０８．１ 最少 広島中央 １８７．３

岩手県
最大 盛 岡 ２７４．６

２．４倍 山梨県
最大 中 北 ２７３．８

２．５倍 山口県
最大 宇部・小野田 ３７５．２

２．４倍
最少 宮 古 １１５．５ 最少 峡 南 １１０．１ 最少 萩 １５９．３

宮城県
最大 仙 台 ２６３．３

１．９倍 長野県
最大 松 本 ３４２．５

３．０倍 徳島県
最大 東 部 ３３２．７

１．８倍
最少 仙 南 １３８．９ 最少 木 曽 １１４．８ 最少 西 部 １８８．２

秋田県
最大 秋田周辺 ３０４．３

３．１倍 岐阜県
最大 岐 阜 ２６２．５

１．８倍 香川県
最大 高 松 ３２７．４

２．５倍
最少 北秋 田 ９８．９ 最少 中 濃 １４２．１ 最少 小 豆 １３０．３

山形県
最大 村 山 ２６２．７

２．１倍 静岡県
最大 西 部 ２３４．６

１．８倍 愛媛県
最大 松 山 ３２４．８

１．９倍
最少 最 上 １２７．１ 最少 中東 遠 １３０．３ 最少 八幡浜・大洲 １６８．６

福島県
最大 県 北 ２６２．７

３．１倍 愛知県
最大 尾張東部 ３６０．７

４．６倍 高知県
最大 中 央 ３３２．９

２．４倍
最少 相 双 ８４．１ 最少 尾張中部 ７９．１ 最少 高 幡 １３９．８

茨城県
最大 つ く ば ３３８．８

４．１倍 三重県
最大 中勢伊賀 ２７０．９

１．８倍 福岡県
最大 久留 米 ４３４．０

３．１倍
最少 鹿 行 ８３．５ 最少 東紀 州 １４６．５ 最少 京 築 １４１．１

栃木県
最大 県 南 ３７３．０

３．３倍 滋賀県
最大 大 津 ３４１．０

２．７倍 佐賀県
最大 中 部 ３５８．５

２．４倍
最少 県 東 １１２．１ 最少 甲 賀 １２８．６ 最少 西 部 １４９．１

群馬県
最大 前 橋 ４２６．２

３．２倍 京都府
最大 京都・乙訓 ３９８．２

３．１倍 長崎県
最大 長 崎 ３７５．７

２．９倍
最少 太田・館林 １３４．０ 最少 山城 南 １２８．２ 最少 上五 島 １３０．１

埼玉県
最大 川越比企 ２１４．８

２．１倍 大阪府
最大 豊 能 ３３５．３

２．１倍 熊本県
最大 熊 本 ４１０．４

３．０倍
最少 南西 部 １０４．５ 最少 中河 内 １５９．９ 最少 上益 城 １３６．０

千葉県
最大 安 房 ４２４．１

４．１倍 兵庫県
最大 神 戸 ２９５．８

２．０倍 大分県
最大 中 部 ２９８．１

１．９倍
最少 山武長生夷隅 １０４．０ 最少 西播 磨 １４９．３ 最少 西 部 １５７．７

東京都
最大 区中央部 １,１８１．７

１０．６倍 奈良県
最大 東 和 ２８２．９

２．１倍 宮崎県
最大 宮崎東諸県 ３３０．７

２．６倍
最少 島 し ょ １１１．０ 最少 南 和 １３３．１ 最少 西都児湯 １２５．６

神奈川県
最大 横浜南部 ２８４．３

２．２倍 和歌山県
最大 和歌 山 ３６４，５

２．４倍 鹿児島県
最大 鹿児 島 ３５３．９

３．５倍
最少 県 央 １２９．３ 最少 那 賀 １５０．４ 最少 曽 於 ９９．９

新潟県
最大 新 潟 ２４５．６

２．２倍 鳥取県
最大 西 部 ３８６．５

２．０倍 沖縄県
最大 南 部 ２８９．５

１．７倍
最少 魚 沼 １１０．１ 最少 中 部 １９５．８ 最少 宮 古 １６６．３

富山県
最大 富 山 ２７８．０

１．５倍 島根県
最大 出 雲 ４１７．８

３．４倍
平成27年１月１日住民基本台帳・

平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査最少 高 岡 １８７．５ 最少 雲 南 １２３．２ 5



出典：臨床研修修了者アンケート調査（平成27・28年）厚生労働省調べ

○ 初期臨床研修を出身大学と同じ都道府県で実施した場合、臨床研修修了後、大学と同じ都道府県
で勤務する割合が高い（85%）。一方、初期臨床研修を出身大学と異なる都道府県で実施した場
合、研修修了後、大学と異なる都道府県で勤務する割合が高い（84%）。

※１ 出身地又は大学が海外の場合及び当該項目について無回答の場合は除外。
※２ 出身地：高校等を卒業する前までに過ごした期間が最も長い都道府県。
※３ Ａ県は任意の都道府県。Ｂ県はＡ県以外の都道府県。
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大学が所在する都道府県で臨床研修を行ったときの定着割合

臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

大学 臨床研修 人数 割合 人数 割合

Ａ県 Ａ県 5164 85% 938 15%

Ａ県 Ｂ県 905 16% 4677 84%

平成29年９月13日 第11回
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出典：臨床研修修了者アンケート調査（平成27・28年）
厚生労働省調べ

○ 出身地の大学に進学し、その後、同じ都道府県で臨床研修を行った場合、臨床研修終了後、出身
地の都道府県で勤務する割合が最も高い（90％）。出身地以外の大学に進学した場合であっても、
臨床研修を出身地と同じ都道府県で実施した場合、臨床研修修了後、出身地の都道府県で勤務する
割合は高い（79％）。

○ 出身地の大学に進学しても、臨床研修を別の都道府県で行うと、臨床研修終了後、出身地で勤務
する割合は低い（36％）。

※１ 出身地又は大学が海外の場合及び当該項目について無回答の場合は除外。
※２ 出身地：高校等を卒業する前までに過ごした期間が最も長い都道府県。
※３ Ａ県は任意の都道府県。Ｂ県、Ｃ県はＡ県以外の都道府県。（Ｃ県はＢ県と一致する場合も含む）

出身都道府県で臨床研修を行ったときの定着割合

臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

出身地 大学 臨床研修 人数 割合 人数 割合

Ａ県 Ａ県 Ａ県 2776 90% 304 10%

Ａ県 Ａ県 Ｂ県 321 36％ 567 64％

Ａ県 Ｂ県 Ａ県 2001 79% 543 21%

Ａ県 Ｂ県 Ｃ県 474 9％ 4578 91％

臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

出身地 大学 臨床研修 人数 割合 人数 割合

Ｂ県 Ａ県 Ａ県 2347 79% 617 21%

＜参考＞
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【趣 旨】
○ 地域おいて必要な医療を提供できる体制を整備するとともに、臨床研修の円滑な実施を図るため、
研修を行う病院に必要な支援を行う。

【平成３０年度要求のポイント】
※ 地元出身医師の定着を図っている医療機関に対して採用のインセンティブを強化
※ へき地における医師確保及び医師不足とされる診療科の医師確保の支援

【補助内容】

１．教育指導経費
・指導医経費
・地元研修医採用等加算
・剖検経費
・プログラム責任者等経費
・研修管理委員会等経費
・へき地診療所等研修支援経費（対象施設数増：へき地における医師確保対策）
・産科・小児科研修推進経費（宿日直費増額：医師不足診療科における医師確保対策）

２．地域協議会経費

医師臨床研修費等補助金 平成３０年度概算要求額 7,982,246千円

（7,572,175千円）

【補助先】 公私立の大学附属病院及び臨床研修病院（厚生労働大臣指定）等
【補助率】 定額

【期待される効果】
地域において安心・信頼してかかれる医療の構築に資する。
※ 地元出身医師は、臨床研修修了後、同一都道府県に勤務する割合が高いことから、地域の医師確保に貢献
※ へき地離島及び産科、小児科における医師確保が促進

平成２９年度からメニュー化
（趣旨：研修医の地元定着対策）
医師不足地域に所在する病院に採用された者であって、

同一都道府県内の医学部の卒業者、義務教育の修了者又は
高等学校の卒業者を対象とし、指導医経費に加算する。



都道府県における計画的な医師確保対策の実施

9

医療計画には、「医療従事者の確保に関す
る事項」について定める旨のみ法定

現状分析・目標・対策の記載は都道府県ごと
にバラバラ

医師の多寡を把握できる指標の導入

現状・課題 検討の方向性（案）

現状

○ 都道府県が、ＰＤＣＡサイクルを通じて医師確保
できる実効的な計画とする必要

対策に
基づく
新たな
目標設定

対策による
効果の
評価

対策の
実施

目標達成
のための
対策策定

指標に
基づく
目標設定

全国ベースで比較可能な指標により、各地域ごとの
医師の多寡を客観的に評価・位置付け

○ 医師が多い都道府県・地域ではなく、医師が不
足する都道府県・地域で医師が重点的に確保され
るような、実効的な医師偏在対策が必要

○ 中長期的な医師確保対策となりうる医師養成に
都道府県が関与できる仕組みが必要

都道府県が実施できる実効的な医師偏在
解消のツールが少ない

現状

特に、都道府県は、管内の医師確保・定着に
重要な医師養成への関与が小さい

医学部

・ 医学部定員設定・学生選抜

臨床研修

・ 臨床研修病院の指定、病院ごとの研修定員設定

専門研修

・ 専門医・研修プログラム（研修施設群・研修定員等）認定

大学

厚生労働大臣

日本専門医機構（現在は各学会）

・ 現状分析：地域ごとの分析なし
・ 目標： 記載なし、定性的
・ 対策： 具体的ではない

ＰＤＣＡサイ
クルに基づく
計画の運用
がなされず

記載が不十分な県

平成29年９月13日 第11回
医師需給分科会 資料



臨床研修病院の指定・定員設定に係る現行の規定

医師法（抄）
第十六条の二 診療に従事しようとする医師は、二年以上、医学を履修する課程を置く大学に附属する病院
又は厚生労働大臣の指定する病院において、臨床研修を受けなければならない。
２ 厚生労働大臣は、前項の規定により指定した病院が臨床研修を行うについて不適当であると認めるに
至つたときは、その指定を取り消すことができる。
３ 厚生労働大臣は、第一項の指定又は前項の指定の取消しをしようとするときは、あらかじめ、医道審議会
の意見を聴かなければならない。
４ （略）

医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について（抄）
第二 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準
22 地域における研修医の募集定員の調整

地域における臨床研修病院群の形成を促進し、地域医療を安定的に確保するため、都道府県は、管轄
する地域における各病院の研修医の募集定員について、各病院の研修医の受入実績、地域の実情等を
勘案して、以下の方法により必要な調整を行うことができること。
（以下略）

10

○ 現行の医師法上、臨床研修病院の指定は厚生労働大臣が行うことが法定されている。

○ 現行の通知上、都道府県は、管轄する地域における各病院の研修医の募集定員について、
必要な調整を行うことができることとされている。



国及び地方公共団体の責務に係る現行の規定

医療法（抄）
第一条の二 医療は、生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨とし、医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の
医療の担い手と医療を受ける者との信頼関係に基づき、及び医療を受ける者の心身の状況に応じて行われ
るとともに、その内容は、単に治療のみならず、疾病の予防のための措置及びリハビリテーションを含む良質
かつ適切なものでなければならない。
２ 医療は、国民自らの健康の保持増進のための努力を基礎として、医療を受ける者の意向を十分に尊重し、
病院、診療所、介護老人保健施設、調剤を実施する薬局その他の医療を提供する施設（以下「医療提供
施設」という。）、医療を受ける者の居宅等（居宅その他厚生労働省令で定める場所をいう。以下同じ。）に
おいて、医療提供施設の機能に応じ効率的に、かつ、福祉サービスその他の関連するサービスとの有機的
な連携を図りつつ提供されなければならない。

第一条の三 国及び地方公共団体は、前条に規定する理念に基づき、国民に対し良質かつ適切な医療を
効率的に提供する体制が確保されるよう努めなければならない。

11

○ 現行の医療法上、国及び地方公共団体は、国民に対し良質かつ適切な医療を効率的に提供
する体制が確保されるよう努めなければならない、こととされている。



医師臨床研修マッチング

１次募集不
採用者によ
る個別の採
用活動

１次募集 ２次募集

研
修
開
始

面接の実施

研修希望者

臨床研修病院

研修病院の
希望順位

研修希望者の
希望順位

コンピュータ（アル
ゴリズム）による
組み合わせ

希望順位の確定

マ
ッ
チ
ン
グ
協
議
会
へ
の
登
録

マッチング

面接

現

行

○ 医師臨床研修マッチングとは、臨床研修希望者と臨床研修病院両者の希望を踏まえて、

一定の規則（アルゴリズム）に従い、コンピュータにより組み合わせを決定するシステムである。



地域枠とマッチング

マッチング（現行）

学生 マッチング結果 進路

太郎
指定された研修病院
にマッチ

・マッチしたC病院へ

花子
指定された研修病院
にアンマッチ

・2次募集等

県内病院

マッチ

全
て
ア
ン
マ
ッ
チ

地域枠 太郎

地域枠 花子

※自治医科大学、防衛医科
大学校が対象

（マッチング前に病院を決定）

県内病院

B病院

A大学病院

C病院

B病院

A大学病院

C病院
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○ 現行では、地域枠や地元出身者とそれ以外の者が同時にマッチングを実施するため、
地域枠の医師が、診療義務が課せられた地域での希望病院にマッチできない可能性がある。
○ 現行では地域枠学生も、マッチングに参加して臨床研修を行う病院を決定。

（一般枠学生と同様の扱い）
※例外：自治医科大学と防衛医科大学校
・マッチングに参加せず、研修を行う病院を個別に調整して決定



○ 出身地や大学所在地と異なる都道府県で臨床研修を行うと、出身地や大学所在地への

定着率が大きく低下すること、地域枠の医師が、診療義務が課せられた地域で勤務できな

い可能性があること等を踏まえ、

① 研修医の臨床研修修了後における、出身地や出身大学の都道府県への定着を図る

ために、地域枠の医師や地元の出身者等を対象とした選考を、一般のマッチングとは

分けて実施することについて、どう考えるか。

② その際、相対的に医師不足でない都道府県や、人口に比して医学部定員が少ない

都道府県における取扱い等については、一律ではない慎重な検討が必要であることに

ついて、どう考えるか。

○ 現状では、

１）地域の医療提供体制の確保に大きな影響を及ぼす臨床研修病院の指定・募集定員

設定に対し、地域医療に責任を有する都道府県の関与が限定的であること

２）地域の病院の研修体制の構築状況や医師の勤務状況、医師養成体制と地域定着の

関係等の実情については、都道府県がより実態を把握していること

等を踏まえ、都道府県が管内の臨床研修病院の指定・募集定員設定に主体的に関わり、

格差是正を進めていくために、臨床研修病院・大学病院の指定・募集定員設定を都道府県

が行うこととすること等について、どう考えるか。

臨床研修病院の指定・定員設定に係る都道府県の役割及び

出身地や出身大学の都道府県への定着に関する論点について（案）
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②臨床研修病院の募集定員について

15



全国の臨床研修募集定員数

全国の臨床研修希望者数
＝ 臨床研修医の募集定員倍率

（平成27年度 約1.2倍）

11,030 11,276 11,370 11,461 11,722 11,448
10,699 10,900 10,755 10,739 10,703

11,222 11,272

8,443 8,720 8,802 8,759 8,702 8,572 8,597 8,729 8,655 8,679 8,717
9,206

9,637

7000
8000
9000

10000
11000
12000

H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24' H25' H26' H27' H28' H29' H30' H31' H32'

研修希望者

破線（-----）は試算

募集定員 1.22倍 1.17倍 1.16倍
1.23倍

1.1倍1.12倍1.14倍
1.35倍 1.25倍

・ 研修医の募集定員には、全国の定数管理や地域別の偏在調整が行われず
・ 全国の募集定員の総数が研修希望者の1.3倍を超える規模まで拡大

平成22年度

臨床研修必修化

・ 都道府県の募集定員について上限設定

平成27年度 ・ 平成27年度の約1.2倍から、平成32年度の約1.1倍まで縮小させる

研修医の募集定員・研修希望者数の推移

臨床研修医の募集定員倍率

○ 臨床研修の必修化後、研修医の募集定員が研修希望者の1.3倍を超える規模まで拡大し、研修医が
都市部に集中する傾向が続いた。平成22年度の研修から都道府県別の募集定員上限を設定し、平成
27年度には1.22倍まで縮小。今後、平成32年度までに約1.1倍まで縮小させる。
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35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24’ H25’ H26’ H27’

都市部とその他の道県との相対比率

６都府県

その他の道県

平成27年6月8日公表

H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24’ H25’ H26’ H27’

６都府県 51.3% 47.8% 48.9% 48.8% 48.1% 47.7% 48.6% 47.8% 47.5% 46.7% 45.5% 44.4% 43.6%
その他の
道県 48.7% 52.2% 51.1% 51.2% 51.9% 52.3% 51.4% 52.2% 52.5% 53.3% 54.5% 55.6% 56.4%

○ 研修医採用実績における、大都市部（６都府県）とその他の道県との相対比率

・大都市部のある６都府県（東京・神奈川・愛知・京都・大阪・福岡）の比率は減少傾向にあり、

・その他の道県の比率は増加傾向にある。

○ 人口当たり医師数と研修医採用率※との関係

・人口当たり医師数が多く研修医採用率も高い4都府県の平均採用率が90％である一方、医師数が少なく研

修医採用率も少ない４県の平均採用率は50％で研修医の確保に困難を抱える。

都道府県別の上限設定後

※ 研修医採用率＝採用実績／募集定員

研修医の採用実績＜６都府県とその他の道県、医師数と採用率＞
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＜都道府県間格差＞

埼玉県

茨城県

福島県

新潟県

秋田県

大阪府

福岡県

東京都

京都府

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

100 150 200 250 300 350

都道府県別の人口対医師数

と研修医採用率

（人）

（人口10万人当たり医師数）

平均採用率
５４％

平均採用率
９０％



地域における医師の確保・定着を進めるための臨床研修の在り方

地域の医療提供体制の確保に大きな影響を

及ぼす臨床研修病院の指定・募集定員設定

に対し、地域医療に責任を有する都道府県の

関与が限定的

○幅広い診療能力の習得等を目的として、卒後２年

間の臨床研修を必修化

○臨床研修病院の指定、募集定員設定は厚労大臣

が実施

○都市部への研修医の集中抑制のため、

全国の募集定員

全国の研修希望者数
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検討の方向性（案）現状・課題

現状

※ただし、相対的に医師不足でない都道府県や、人口
に比して医学部定員が少ない都道府県における取扱
い等については、一律ではない慎重な検討が必要

都道府県が管内の臨床研修病院の指定・定員設定
に主体的に関わり、格差是正を進める必要

臨床研修修了後における、出身地や出身大学の都
道府県への定着を図る必要

を毎年圧縮
（平成32年度に1.1倍）

臨床研修病院の指定・募集定員設定

研修医の地域定着

出身地・出身大学と異なる地域で臨床研修を行う
医師が一定程度存在

臨床研修の際に出身県以外に出ると、
出身県への定着率が大きく低下

しかし

（90％→ 36％）

臨床研修病院の募集定員をさらに圧縮していく必要

平成29年９月13日 第11回
医師需給分科会 資料（改）



H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24’ H25’ H26’ H27’ H28’ H29’ H32’ H37’

６都府県 51.3% 47.8% 48.9% 48.8% 48.1% 47.7% 48.6% 47.8% 47.5% 46.7% 45.5% 44.4% 43.6% 42.6% 41.8% 40.8% 40.7%

その他の道県 48.7% 52.2% 51.1% 51.2% 51.9% 52.3% 51.4% 52.2% 52.5% 53.3% 54.5% 55.6% 56.4% 57.4% 58.2% 59.2% 59.3%

41.8%
40.8% 40.7%

58.2%
59.2%

59.3%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

６都府県 その他の道県

定員倍率を１．１倍に維持した場合の今後の採用実績の割合（推計）
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○募集定員倍率を平成３２年以降も１．１倍に維持した場合、採用実績の割合はほぼ横ばいの見込み。
○大都市部のある６都府県（東京・神奈川・愛知・京都・大阪・福岡） とそれ以外の採用実績の比率は、人口割
合の比率と差がある。
○一方、定員倍率の極端な圧縮は、①採用実績数の減少、②病院間の競争の低下、③アンマッチ率の増加、
を引き起こす懸念がある。

６都府県の人口割合
３６．７％

６都府県以外の人口割合
６３．３％

都道府県
上限設定
（Ｈ22’）



③地理的条件等の加算

都
道
府
県
別
の
募
集
定
員
上
限

＋

都
道
府
県
別
の
基
礎
数

都
道
府
県
の
調
整
枠

※
全国の研修医総数×

全国の研修医総数×

(a) 面積当たり医師数（100㎢当たり医師数）
(b) 離島の人口
(c) 高齢化率（65歳以上の割合）
(d) 人口当たり医師数

都道府県の人口

日本の総人口

医学部入学定員

全国の医学部入学定員

②医師養成状況

①人口分布

多
い
ほ
う
の
割
合
で
按
分

研
修
医
総
数
を
①
と
②
の

＋

※ 都道府県の調整枠は、全国の募集定員上限※１と都道府県別基礎数の合計との差を各県の採用実績で按分
※１ 全国の募集定員上限＝研修希望者数×募集定員倍率※２(H28：1.18倍)

※２ 募集定員倍率は、平成32年度までに約1.1倍まで縮小

募集定員倍率を下げると
調整枠が減少

募集定員倍率に
影響されない

都道府県別の募集定員上限
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都道府県別の募集定員と採用実績（平成28年度）

○ 東京、神奈川、大阪、福岡、京都等の都市部の都府県では、過去実績に応じて配分

される調整枠の募集定員により、多くの研修医を採用している。
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調整枠

地理的加算

人口・医学部

マッチング内定者
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29年度定員上限

37年度定員上限

29年度マッチング内定者

募集定員倍率を圧縮した場合の推計（その１）

平成３７年度に定員倍率を１．０5倍にした場合（推計）
（前年度採用者数の保障がない場合）

募集定員の設定において、前年度採用者数を保障しない場合、
京都府では募集定員上限が平成２９年度マッチング内定者数を下回る
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募集定員倍率を圧縮した場合の推計（その２）

平成３７年度に定員倍率を１．０0倍にした場合（推計）
（前年度採用者数の保障がない場合）
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29年度定員上限

37年度定員上限

29年度マッチング内定者

○募集定員の設定において、前年度採用者数を保障しない場合、
東京都、大阪府、福岡県、京都府では募集定員上限が平成２９年度マッチング
内定者数を下回る

23

※ただし、国家試験不合格者等を勘案すると、採用実績については、
東京都と京都府のみが平成２９年度実績を下回る。
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アンマッチ率

マッチング登録先 アンマッチ率(H28) マッチ率(H28)
全体（参考） 5.2％（489人） 94.8％（8,906人）
１病院のみ 7.5％（221人） 92.5％(2,696人）

１プログラムのみ 8.1％（184人） 91.9％（2,099人）

臨床研修病院（臨病）のみ 9.8％（281人） 90.2％（2,610人）
他大学付属病院（他大）のみ 8.7％（52人） 91.3％（543人）
自大学附属病院（自大）のみ 3.6％（59人） 96.4％（1,580人）

複数志望者
自大＋他大＋臨病 0.9％（4人） 99.1％（419人）
自大＋他大 2.2％（9人） 97.8％(398人）
自大＋臨病 1.8％（45人） 98.2％（2,430人）
臨病＋他大 4.0％（39人） 96.0％（926人）

アンマッチ率の特徴について

○マッチング登録先が「１病院のみ」「臨床研修病院のみ」「他大学付属病院のみ」の志望者は、
「自大学付属病院のみ」や「複数志望者」よりアンマッチ率が大幅に高い。
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募集定員の倍率とアンマッチ率の推移

約１０倍
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都道府県別の募集定員上限の計算方法について

（１９道府県）

（２８都府県）
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医学部入学定員で按分している都県の採用率（平成28年度）
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募集定員上限

採用実績
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医学部入学定員で按分している都県

人口割合で按分している都県

○ 医学部入学定員で按分している都県において、募集定員に対する採用率

が低いところがみられる。



医学部入学定員で按分している都県の採用状況等

医学部入

学定員

28都府県

人口

19道府県

上限設定（人口 or 医学部入学定員）
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（53.6%）
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採用率（採用実績 / 定員上限）
※平成29年度
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○ 都道府県別定員の上限の設定にあたり、医学部入学定員の割合を採用している都府県においては、人口割

合で計算した場合の定員に比べ、１．２倍以上の定員増となる場合が約４分の３ある。

○ その結果、募集定員上限よりも実際の募集定員を削減させている県や、研修医の採用率の低い県が存在。

約６割が医学部入学定員
の割合で按分

①約４分の３が人口割合
で計算した場合の1.2倍
以上の定員増

②約８割が募
集定員上限
よりも実際の
募集定員を
削減

③約８割が研修
医の採用率が
７０％未満
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都道府県別の募集定員上限の計算方法について（案）
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（２）医師不足地域等へ配慮する観点から、

地理的条件等の加算を増加させる

（１）医師養成状況による募集定員の増
加については一定の上限を加える



臨床研修病院の募集定員に関する論点について

29

○ 臨床研修病院の募集定員について、

１）人口当たり医師数が多く研修医採用率も高い大都市圏の都府県がある一方、医師数が

少なく研修医採用率も少ない県があること

２）募集定員倍率を平成３２年以降も１．１倍に維持した場合、大都市圏の都府県とそれ以

外の道県の採用実績の割合はほぼ横ばいの見込みであること

等を踏まえ、地域医療の確保の観点から臨床研修医の都市部への集中を更に抑制してい

くために、臨床研修病院の募集定員を更に圧縮させるとともに、特に大都市圏の都府県に

ついては、募集定員をより圧縮することについて、どう考えるか。

○ 募集定員の圧縮は、採用実績数の減少やアンマッチ率の増加、病院間の競争の低下の

懸念があるため、これらを踏まえた対応とすることについて、どう考えるか。

○ 都道府県別の募集定員上限の計算式について、医学部入学定員で按分している都府県

では、人口分布で按分した場合の定員に比べて必要以上の定員増となることがあり、その

結果、募集定員上限よりも実際の募集定員を削減させている県や、研修医の採用率が低

い県があることを踏まえ、

① 医学部入学定員による募集定員の増加については一定の上限を加えること

② 医師不足地域等へ配慮する観点から、地理的条件等の加算を増加させること

について、どう考えるか。


